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給与の税額計算で月額表等を使用する場合の 「扶養親族等の数」 の求め方

< 1 配偶者に係る扶養親族等の数の算定方法（具体例）〉

（凡例）口所得者 0り配偶者（※こ芯：？ご需得
［下図中の点線囲みの図形は扶養親族等の数に含まれません。】
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< 2 配偶者以外の扶養親族等の数の算定方法（具体例）〉
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~166,999円 月額表 《一》
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～はしがき～

給与計算はどこの会社でも行っている大事な事務です。その計算自

体は全体の流れと支給額、控除額の計算の基本がわかれば簡単ですが、

その内容を正しく理解することはなかなか難しいものです。

たとえば、社会保険では「報酬」といったり、労働保険では「賃金」

といい、さらにどのようなものがその範囲に含まれるかもそれぞれ異

なっています。

そのために、給与担当者は、ただ単に機械的に給与計算ができるだ

けでなく、所得税や社会保険、さらには労働法の知識も必要です。そ

の知識がないと、税務署や年金事務所等から注意を受けたり、加算税

の支払など余分な負担となることもありますので注意が必要です。

また、法改正が頻繁に行われますので、適切な対応が求められます。

本書は入社間もない給与事務の初心者の方でもわかるように記入例

や図解を多く掲載し、できるだけやさしく、わかりやすく解説してあ

りますので、実務担当者には必ず役立つものと思います。

令和 7 年4 月

令和 7 年度税制改正における改正点について、給与計算につい

ては、令和 7 年 12 月 31 日までは改正前の規定によります（改正

は令和 8 年 1 月 1 日以降適用）。本書では、令和 7 年 12 月 31 日ま

でに行われる給与計算について解説します。

また、年末調整について、令和 7 年 11 月 30 日までに行われる

ものについては、改正前の規定によります。本書に記載されてい

るのは、令和 7 年 11 月 30 日までに行われる年末調整についてと

なります。令和 7年 12 月 1 日以降に行われる年末調整については、

本書読者向けに後日、日本法令ホームページに掲載予定ですので、

ご確認ください（奥付記載の「書籍の追加情報」を参照）。
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ご注意
本書は、原則として令和 7 年 4 月 1 日現在の法令によっています。

本書の解説は、法令の改正により変更されることがありますのでご注意ください（注）。
（注） 令和7年度税制改正における改正点については、以下のとおりご注意ください。

・給与計尊については、令和 7年 12 月 31 日までは改正前の規定によります（改正

は令和 8年 1 月 1 日以降適用）。本掛では、令和 7 年 12 月 31 日までに行われる

給与計符について解説します。

・年末調整について、令和 7年 11 月 30 日までに行われるものについては、改正前

の規定によります。本書に記載されているのは、令和 7年 11 月 30 日までに行わ

れる年末調整についてとなります（令和 7年 12 月 1 日以降に行われる年末調整

については後日日本法令ホームページに掲載予定→奥付記載の「書籍の追加情報」

を参照）。
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給与 十＝
―
-
ロ

算

1 給与計算をする前に

給与計尊を簡単にあらわせば、

I 支給金額 1-1 控除金額 l=I 差引支給額 I
となります。

支給金額と控除金額をもう少し分類すると、次のようになります。

固定されているもの 変動するもの

支
甚本給、戦務手当、役付手当、住宅手当、 時間外手当、休日出勤手当、深夜手当、給

金 家族手当、通勤手当など 精皆勤手当、生産手当など
額

控
健康保険料、厚生年金保険料、住民税、除

金 組合牲、社宅・寮牲、親睦会骰など
雇用保険料、所得税等など

額

したがって、給与計卵は固定項目と変動項目から成り立っているともいえます。このようにみると

筒単なようですが、実際、給与計符をすることになりますと、むずかしい而も多々あります。

そこで本書は、入社間もない給与事務の初心者の方が給与にかかわる事務が理解できるように、特

殊なことがらや例外的な事項を省き、実務上、これだけは必要であるというものにしぼり、やさしく

説明しました。

そのため、一部説明が法律的に不充分なところがあるかと思いますが、ご了承ください。

また、本書は給与計節の順序に従って説明し、記入例や図表をできるだけ多く掲載してありますの

で、実務担当者には必ず役立つものと思います。

(1) 固定項目を 1 マスター台帳 I で整備

給与計尊は、各人別に I マスター台帳 I に記入してある碁本給等の固定的給与額糾給料台帳 Iに転記

し、月々変わる残業手当等叫マスター台恨 I に記入してある支給単価をもとに計狩し、 1紅森耗汁計に
記入して行われます。

したがって、給与計符をする場合、固定的給与および変動的給与の支給単価等の記入された巨こ：
ター台帳 I の整備からスタートすることになります。

I マスター台帳 I があってはじめて、給与計符が正確に迅速に行われることになります。
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給与計算をする前に

I マスター台帳 I （ま給与計卵の碁本ですから、給与や保険料の決定や改定の都度訂正し、常に幣備
しておかなければなりません。

,,--jマスター台帳とは I------------------------------------------------- ―`‘
I 

給与は固定的なものと変動的なものから成り立っており、その額や支給基準がキチンと整

理されていれば、給与計算は大変スムーズに行うことができます。

ここでは、便宜的にマスター台帳と呼んでいますが、現在では紙ベースの台帳よりは、

マスターデータとして管理されることが大半でしょう。いずれにしても、次のような給与

計算に必要な固定的項目を従業貝ごとにまとめたものを意味しています。

・基本給 ・固定手当額 ・変動手当単価（残業手当など）

・健康保険料 ・厚生年金保険料 ・固定控除額（社宅贅、組合費など）

・扶養親族等の数 ・税額表の適用区分等

'-------------------------------------------------------------------ヽ

(2) 給与計算と各種手続との関係

給与計卵は労働契約に枯づいて、労働の対iifiとして、その人に支払うべき給与額の計葬を行うこと

です。したがって、法令や |11金規程 I の定めに碁づいて、正確に計窃しなければなりません。計尊

された給与簡は、労働者に支払うことでその目的は達せられますが、社内的には各種の届出等の碁礎

資料として使用されますので、有効利用をも考應された給与計尊を行うようにしましょう。

給与計符は、次のような場合のベースになります。

ｮ 労働保険料申告書の作成

⑥ 社会保険料の節定基礎届や月額変更届の作成

① 年末調竪

④決卵書

(3) 社会保険の適用について

① 社会保険の適用基準

〇 強制適用事業・…••任邸適用事業以外の事業所

• 任意適用事業…••5 人未満の個人事業所（／此林水産業およびサーピス業等の個人事業所）

（労働者の 2 分の 1 以上の同慈があれば認可を受けることができます）

* 強制適用とされていない常時 5 人以上の従業貝のいる法定16業種以外の個人の事業所（非

適用業種）のうち、法律・会計に係る行政手続等を扱う業種（いわゆる「士業」）について、

令和 4 年10月 1 日より強制適用とされています。弁腋士・司法書士・公認会計士・税理士・

社会保険労務士等の事業が対象となります。これらは、被用者保険適用に係る事務処理能力

が期待できる上、全事業所に占める個人事業所の割合、特に、常用雇用者数 5 人以上の個人

事業所の割合が他の業種に比して高く被用者として働きながら非適用となっている人が多い
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と見込まれること、制度上、法人化に一定の制約条件等があり、他の業種であれば多くが法

人化しているような規模でも個人事業所に留まっている割合が高く、被用者保険制度上で個

別に対応を図る必要性が高いといった要素が考感され、適用拡大の対象とされました。

② 労働保険の適用基準

@ 労災保険……パート、アルバイト等を含め労働者が 1 人でもいるとき

®雇用保険……雇用保険の被保険者となるべき人が 1 人でもいるとき

(4) バートタイマーの加入基準

① 社会保険

加入しなけれぱならない人かどうかは、雇用される事業所と常用的使用関係にあるかどうかに

よって判断されることになっています。 1 週の所定労働時間および 1 月の所定労働日数が常時

雇用者（一般従業員）の 4 分の 3 以上の場合には、常用的に使用される人に該当し、被保険者

とされます。

〈短時間労働者〉

特定適用事業所に勤務する短時間労働者は、新被保険者となります。

特定適用事業所とは、被保険者数（適用拡大前の基準で適用対象となる被保険者数で判定）

の合計が常時50人を超える事業所をいいます。

新たに被保険者となる短時間労働者とは、勤務時間・勤務日数が一般従業員のおおむね 4

分の 3 未満で、次の①～④のすべてに該当する人です。

① 週の所定労働時間が20時間以上であること

② 賃金月額が、 8.8万円以上（年収106万円以上）であること

③ 雇用期間が 2 カ月以上見込まれること

④ 学生ではないこと

* 特定適用事業所以外の企業等（被保険者数が常時50人以下の事業所）についても、労使合

意に基づいて申出をする法人・個人の事業所、地方公共団体に属する事業所に勤務する短時

間労働者は、被保険者となります。

② 雇用保険

雇用保険が適用される事業所に31 日以上雇用される見込みのある人は、原則として加入しな

けれぱなりません。ただし、週所定労働時間が、 20時間未満の人は加入できません。
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給与計算をする前に

(5) 基本給

1 賃金規程 I および I 雇用契約書 I 等で定められた基本給を I マスター台帳 I に記入します。

匿基本給は最低賃金法で定められた金額を下回ってはなりません。なお、最低賃金額は、地域

や業種等により異なりますので、労働基準監督署に事前に確認しておいたほうがよいでしょう。
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圏賃金規程の例

賃金規程

第 1 章総 則

（適用範囲）

第 1 条 この規程は、就業規則第41条に基づき、従業員の貸金等について定めたもので

ある。ただし、パートタイマー等就業形態が特殊な勤務に従事する者について、

その者に適用する特別の定めをした場合は、その定めによる。

（賃金の構成）

第 2 条貿金の構成は次のとおりとする。

当
当
当
当

□
[
[
m
 

役
精
家
通ロ

給
当
本
手
基
諸

+ 
金貿

時間外勤務割増賃金

（賃金締切日および支払日）

第 3 条貿金は、前月 21 日から起算し、当月 20 日に締切って計算し 25 日（支

払日が休日の場合はその前日。）に支払う。ただし、日雇者の貿金はその日に計算

し支払う。
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